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1.研究の目的

グローパル化時代は文化的共生を取り巻く価値観に

変動をもたらし、直接的ないしは間接的な福祉支援と

も関わって、その新たな検討が求められている。

本プロジェクトは、 ①文化的自己観理論と自己－他

者関係性を用いたアジア・欧米の文化的価値観比較〔文

化的自己と共生研究〕と、②アジアのマイノリテイグ

ループをめぐる価値意識の対立構造と福祉的支援分析

〔マイノリティ研究〕との 2つの課題を通じて研究する

ことを目的とした（研究期間平成 20～ 22年度）。

2.文化的自己と共生研究

文化的自己と共生研究グループでは、平成 20、21年度

のデータ収集、先行分析を踏まえて、平成22年度に文化

的自己と広義の多文化共生マインドに関する質問紙調

査のデータ分析を行った。質問紙調査では日本の大学

生298名、多文化主義が国策として採用されているオー

ストラリアの大学生 101名を対象とした。

文化的自己については、文化的自己観とメンタルヘ

ルスの関係性について、言語的な等価性が保証された

と考えられる日本語版質問紙と英語版質問紙を作成し、

日本（日本語版使用）とオーストラリア （英語版使用）

でデータを収集し、比較文化的な観点から分析を進め

た。その結果、自尊心特性が通文化的に共通の機能を

有していた一方で、相互独立的自己観が支配的とされ

るオーストラリアでは、相互独立的自己観が優勢では

ない女子学生はメンタルヘルスの点で劣るという関係

性が見出された。このことから、自尊心特性といった

基盤的な特性についての共通性が示されるともに、文

化的自己観とメンタルヘルスの関係が日本とオースト

ラリアで異なっていることも合わせて示された。

多文化共生マインドについては、測定尺度がないた

め、異文化間能力の測定としても用いられる文化間

有効性尺度（Walteret al. 1995）を採用した。分析の結

果、この下位尺度である対人関係形成力（inte叩ersonal

relationship）、文化間対応力（adaptab出ザ）いず、れにおい

ても日本よりもオーストラリアのほうが高く、有意差

が認められた。また、いずれの民族集団においても男

性より女性のほうが有意に高かった。また、因子分析

の結果、オーストラリアでは「未知なる他者への不安

のなさJといった総合的な因子が第 1因子となってい

る一方、日本では「外国人への不安のなさ」が第2因子

として抽出され、対人交流場面において民族的属性で

相手を判断する傾向の有無が、大きく異なることが示

唆された。多文化社会となりつつある日本において、

一般の人々が多文化共生マインドを高めるためには、

社交性とともに、外国人に対する構えを排除すること

が必要となるD ここでいう構えとは、必ずしも偏見を

意味するものではなく、相手を「外国人」というカテゴ

リーに属する個人としてみることである。外国人か否

かにかかわらず、未知なる他者に対して関心をもって

接し、異質なものに積極的価値をおいて関わっていく

姿勢が今後一層求められるといえよう。

3.マイノリティ研究

マイノリティ研究グループでは、マレーシア、中園、

韓国のマイノリティグループを巡る価値意識の対立と

福祉課題並びに政府、民間レベルでの対策を検討した。

マレーシアでは、インド系民族の社会経済的問題を

取り上げ、貧困問題払拭策と教育政策を講じる必要性

を導き出した。中国では、出稼ぎ労働者の福祉問題を取

り上げて、 2010年に「農民工の待遇に関する調査」、「北

京住民の農民工問題に関する意識調査」、「農民工の社会

融和状況調査」の 3つの現地調査を実施した。「農民工」

を新しい「マイノリティ」として捉え、メインストリ ー

ムとなる都市部へ融和する過程で生じた福祉問題を明

らかにした （詳細は 『岩手県立大学社会福祉学部紀要第

13巻』所収「中国における「マイノリティ jのメインス

トリームへの融和一「農民工」の福祉問題を通して」）。

韓国では、北朝鮮からの離脱住民を取り上げ、複数の支

援組織（定着支援、就労支援、青少年支援）に福祉、人

権問題に対する聞き取り調査を実施した。北朝鮮離脱

住民の文化的、情緒的差は一般移住外国人と共通項を

持つが、韓国社会への同質性は高いという分析結果を

得るとともに、民間レベルでの支援活動の定着（社会

的企業による支援の拡大等）を確認することができた。

残された課題としては、マイノリティとマジョリテイ

との価値意識を構造的に把握するための、歴史的変遷

を踏まえた検討が必要と考えられる。
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